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１．はじめに

アメリカの失業率は2003年３月以降３ケ月連続で悪化し、2003年６月には6.

4％と、９年２ヶ月ぶりの高水準となっている。この一方で、Staffinglndustry

（スタッフイング産業：人材紹介および人材提供サービスを行う業界の総称）

を通じて職を得て、非正規雇用形態で働く人々が増加している。この労働形態

の主たるものの一つに庇mIDoraryHelp（派遣労働）がある。近年、人材サービ

ス産業の急速な成長に伴って、派遣労働者の労働条件の低下が指摘きれている

が、他方でそれに対抗するために労働者の処遇を改善するための団体が数多く

結成きれている。例えば、筆者が2001年に行ったアメリカでの調査の中で、派

遣業を営むＮＰＯの存在を知った')。その一つがＡＦＬ－ＣＩＯ傘下の労働組

合が支援する運動組織、Solutions＠workである。この組織は、派遣労働者が健

康保険にカバーされない状況を改善するために、営利企業であれば利益に当た

る部分を、派遣労働者のための職業訓練及びへルスケアに対する補助金の交付

に充てている。また、派遣労働者が人材派遣会社を選択する際に的確な情報を

提供するため、自ら設定した基準をクリアした営利スタッフィング企業を記載

したガイドを発行している団体もある2)。

では、営利派遣企業にこうした取り組みを期待することは何故できないのだ

ろうか。どうして非営利の組織によらなければ派遣労働者の一定の労働条件を

確保できないのだろうか。それは営利企業の行う派遣の仕組みに内在する問題

があるのではないだろうか。私はこの点を改めて検討したいと考えて〈派遣企
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業の財務状況に注目することにした。

ところで、水谷謙治氏は今から10年前の1993年にアメリカ人材派遣業の財務

分析をとおした先駆的研究を行っている3)。この中で水谷氏は、①派遣業は

「搾取」（不当な低賃金や労働者の酷使によって利益を得ること）にあたらな

い､②派遣労働は派遣先企業にとって不必要な労働力を確保しておかずに済み、

ジャストインタイムで労働力を利用できるという付加価値を生み出しており、

これが利潤の源泉となっていると結論づけ、そして③派遣労働者数及び彼らに

支払う賃金総額の減少と、利益率の低下から当時派遣業の業績が悪化してきて

いると指摘している。しかし、仮に水谷氏の主張するように、「搾取」が行わ

れていないとすればなぜ（専門職以外の〕派遣労働が低賃金で付加給付のつか

ない労働となっているのかという疑問を払拭できない。

そこで､本稿では営利労働者派遣事業の財務状況を検討することをとおして、

以下の点を明らかにしたい。①そもそも派遣業が得ている利益はどのような仕

組みによって生まれているのかについて改めて確認すること、②中小零細規模

の派遣業者が新規参入を繰り返す一方で、大手派遣業者を中心に人材ビジネス

を多角化している理由は何か、③なぜ（専門職以外の）多くの派遣労働が低賃

金・付加給付のつかない労働となっているのか、なぜ非営利の組織でなければ

派遣労働者の一定の労働条件が確保できないか、の３点である。これらの点を

明らかにするのに先立ち、はじめにアメリカの労働者派遣業の現状について概

観しておきたい。

２．アメリカ労働者派遣事業の概観

（１）多角化するスタッフィング企業

アメリカではStaffingCompany（スタッフィング企業）と呼ばれる企業が労

働者派遣業を始め、数多くの人材紹介及び人材提供サービスを兼営している。

SZZUが7"ｇノＭＺ`ＭﾌﾉSDm,Ｍ,ook4）（ＳＩＳ、同書はアメリカ人材ビジネス業の基

本データを収集している）で分類されている人材ビジネス関連業種の主なもの
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は以下のとおりである。１）庇mporaryHelp（人材派遣)、２）EmployeeLeas-

ingorPEO5）（従業員リース)、３）Contract庇Clmical（請負)、４）Outplacem-

ent（アウトプレースメント)、５）Outsolming（アウトソーシング)、６）Peman-

entPlacement（職業紹介)、７）RetaincdorContingencySearch（報酬の（－

部）先払いによる候補者探し）等がある。

以上のように、各社が行う業務が多岐にわたっており、さらに規模を拡大す

る企業が出てきた。ＳＩＳによると、派遣会社のＭ＆Ａは1999年220件、２０００

年155件、2001年96件である。すでに1980年代から90年代にかけて相当数のＭ

＆Ａが行われてきており、結果として派遣会社１社の規模が当時と比ぺて大き

くなった上、扱う職種が増える等、大型化が進んでいると考えられる。2002年

時点では、派遣会社（10,968企業）のうち事業所を持たない企業が85.7％、事

業所を－つ以上待つ企業が14.3％である。年間を通じて営業を行った派遣企業

（21,366事業所)のうち､派遣労働者を1,000人以上抱える大規模事業所がもっ

とも多く（482％)、これに100～249人規模（９７％)、２０～49人（7.3％）が続

いている。売上高は、1,000人以上の企業が全売上高の60.3％を占め、500～

999人の企業が10.1％、100～249人の企業が10％を占めている。ちなみに、企

業規模トップ４の派遣企業が全事業所数の14.3％（トップ50では35.7％)、全

売上高の15.4％（トップ50では47.2％)を占めている。

（２）派遣労働者数及び売上と職種

BureauofLaborStatiStics（労働統計局、以下ＢＬＳ）の調査によれば6)、

2001年の派遣労働者数は総計116万９千人(うち男性41.1％、女性57.8％)であ

る7)。ＳＩＳによれば、スタッフイング産業全体の売上高総計1,486億ﾄﾄﾞﾙの

うち、人材派遣業は56.4％(837億ドル)を占めている．このうち、職種別売上

は、多い順にオフィス・事務25％、ＩＴ23.3％､工業194％､専門職13％、医療

関連12.7％、技術者・エンジニア6.7％である。スタッフイング産業の職種別

売上を時系列で見た場合には､どの職種においても増加傾向が見られる(表１）。

1７０ 
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表１人材派遣業の売上概算に）と今後の予想（Ｐ）（単位10億ドル）

（出所)StaffinglndustryAnalysts,Inc,ＳＦ`ＷｍｇﾉｶuiAs〃JbzmCS6o⑰A施伽a"ｂ/'Ygn"垣s､肋

AbnI石MbsBa'℃A,２００３Editionより作成

（３）賃金

ＢＬＳのレポート8）と、同年の賃金調査9）（括弧内の数値〉によると、

1994年11月時点で、派遣労働者の平均時給は7.74ドル（同年の全労働者平均Ⅱ1994年11月時点で、派遣労働者の平均時給は7.74ドル（同年の全労働者平均時

給の72％）である。しかしながら、職種によって平均時給は大きく異なる。た

とえば派遣労働の全専門職（コンピュータシステムアナリストやプログラマー

等）の平均時給は24.11ドル（全労働者の専門職平均時給の164％）であり、反

対に賃金が低い派遣労働の場合をみると電気・電子機器等の精密作業・組立で

は7.23ドル（全体の同職種の62％）である。派遣労働者の平均時給が全労働者

平均時給の約70％という比率に注目し、また派遣会社が顧客企業から得る派遣

代金のうちマージンとして20％から30％程度を取得すると仮定すれば、専門職

以外の場合は「派遣料金」と「一般の労働者の賃金」がほぼ均衡していると考

えられる。

１８０ 

職種 1997(Ｅ） 1998(Ｅ） 1999(Ｅ） 2000(Ｅ） 2001(Ｅ） 2002(Ｐ） 2003(Ｐ） 

派遣業全体 61.8 696 76.8 84.8 80.2 83.7 92.2 

オフィス・事務労‘動者 1７．３ 18.7 2０ 21.4 20.3 20.9 2２ 

工業 1４．７ 15.6 1６．７ 17.8 15.7 16.2 18.3 

ＩＴ 1４８ 18.2 20.2 2２ 19.2 19.5 20.7 

塞療関連 ４．９ 5.4 6.2 ７．２ 9.1 10.6 12.9 

専門職 ６ 7.3 ９ 1１．４ 10.8 1０．９ 12.1 

技術者・エンジニア 4.1 4.4 4.7 ５ 5.2 5.6 6.1 
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表Ｚ派遣会社規模別平均時給（19Ｍ年11月）

(出所）BLS，NewSurveyReportsOnWagesAndBenefitsForTemporaryHelpServices

Workers''’1995,TableAより作成

興味深いことに、表２によれば派遣企業の規模に反比例して派遣労働者の平

均時給は低くなっている。このことは何を意味するのだろうか。派遣労働者の

人数が少なく規模の小さな派遣会社は､ホワイトカラー職の派遣の割合が高く、

なかでも専門職が多いため時給が高くなるのではないだろうか。一方、規模の

大きな派遣会社は、経営を多角化し、ブルーカラーやサービス職等を含む広範

囲の職業を供給しているからではないだろうか。もっとも、新規参入する零細

企業は専門職の派遣を行うものばかりではない。特にDayLabOr（日雇いの不

熟練労働）では、派遣業者が支払う賃金が最低賃金に近いケースや、宿舎費や

作業着の貸与等の名目で賃金からそれらの費用を差し引く等乱不当な低賃金と

いう意味での「搾取」に当たるものが少なからず存在することが指摘きれてい

る'0)。

以上の概観を踏まえて、先に掲げた課題の分析に入ろう。

３．営利労働者派遣事業の財務状況

（１）分析方法

アメリカ国内外での2001会計年度の売上が100万ドルを超えるスタッフイン

グ企業117社のうち､AmualReportが入手できた“TemporaryStaffing，,を営

１８１ 

派遣労．勘考数 ’０一 z均時給

すべてのiｌ(遣会； 卜。
1■■ 

。、
■■■ 

の z均 $７．７４ 

50名未満 $９．７０ 

50～99名 $８．７６ 

100～249名 $７．８７ 

250～499名 $７．６７ 

500～999名 $７．４６ 

1000～2499名 $７．２４ 

2500名以一
● 

￣ 

￣ $７．２７ 
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む20社について11)、水谷氏と同様の方法を用いて計算を行った結果が表３及

び表４である12)。水谷論文では、Ｍ＆Ａ等によって財務規模が急変させられ

るとか、突然膨大な赤字が計上されたりする場合があるため、「正常な」利益

率の平均傾向を見るために「黒字企業の数値」を併せて示している。本稿で取

り上げた時期はアメリカ全体の景気後退時を含んでいるため、景気後退時にも

かかわらず黒字を計上した企業と、赤字を計上した企業とでは財務の特徴にど

のような差が見られるかについて比較を可能にするため２つの作表をした．

（２）分析結果

①「原価」は、５年平均で74.4％を占めている(表Ｓ)13)。「原価」の内訳は、

派遣労働者に支払われる賃金と付加給付(その内訳は不明)である｡けれども、

派遣労働者の健康保険適用率は、48.1％（伝統的雇用労働者は83.1％)、年金

プランへの加入率は7.5％（同49.5％）’4)と、派遣労働者が健康保険に加入し

たり、年金プランに参加することは今のところ困難である．したがって、「原

価」の殆どは派遣労働者の賃金であろうbこのことは辻派遣業が他の産業と最

も異なっている点である。

表３各年度における各社全体の主要項目比率の総平均値（％）

項目1995(1)1996(3)1997(3)1998(8)1999(112000(１５１(19）002(11)５年平均

原価率Ｂ/Ａ７９９７９９８０２７４７７５５７３７７３０７４８７４４
粗利益率Ｃ/Ａ２０１２０１１９８２５３２４５２６３２７０２５２２５６
販管費率Ｄ/Ａ１６２１５８１５７２００２１１２３６２５８２３９２２９

営業利益率Ｅ/Ａ４０４３４１５２３４２７１２１３２８

純利益率Ｆ/Ａ２６２４２３２８１６０１１５１６０３
絆資産利益率Ｆ／９７９１９０１１８６７９３３８６８３５

７５８８１０８０８１００１７６４ テ動資産率Ⅳ３３５８５７１３６７９
自己資本率／ ６６２４２４４０９５１８３８１２６４３９７３９７３９１ 

ｶF動比率ｂ/。２９１９１７１３１５１４１３１７１４

資本口転数Ａ／３７３８３９４２３４０１１２３３２４

減価償却費率Ｇ/ＡＯ８(2)０９(3)１５(7)１５(8)１６(4)１８(6)０９(7)１５
注）括弧内は対象企業数を表す。５年平均は１９９８年から２００２年の平均。表４も同様。Ａ:総収
入、Ｂ：「原価」、Ｃ；粗利益、Ｄ:販売費及び一般管理費、Ｅ:営業利益、Ｆ:純利益、ａ:総資産、
ｂ:流動資産、ｃ：自己資本、。:流動負債として計算。

１８２ 

項目 1995(1) 1996(3) 1997(3) 1998(8) 1999(11） 2000(15） 2001(19） 2002(11） ５年平均
原 而率Ｂ/Ａ 79.9 79.9 80.2 74.7 75.5 73.7 73.0 74.8 74.4 

鞭 手！ 益率Ｃ/Ａ 20.1 20.1 1９．８ 25.3 24.5 26.3 27.0 25.2 25.6 

販管費率、/Ａ 1６．２ 1５．８ 1５．７ 20.0 21.1 23.6 25.8 23.9 22.9 

営業利益率Ｅ/Ａ 4.0 ４３ 4.1 5.2 ３．４ 2.7 1.2 1.3 ● 

純\I益率Ｆ/Ａ 2.6 2.4 2.3 2.8 1.6 ０．１ －１．５ －１．６ 0.3 

総資産利益率Ｆ/ａ ９．７ 9.1 9.0 11.8 ６．７ 9.3 －３．８ －６．８ 3.5 

流動資産率ｂ/ａ 75.8 81.0 80.8 100.1 76.4 3３ 58.5 713 67.9 

△』室 己資本率ｃ/ａ 66.2 42.4 40.9 51.8 38.1 26.4 39.7 39.7 39.1 

流動比率ｂ/。 2.9 1.9 1.7 1.3 1.5 1.4 1.3 1.7 1.4 

資本回転数Ａ/ａ 3.7 ３．８ 3.9 4.2 3.4 0.1 1２ 3.3 2.4 

減{ｉHi償却費率Ｇ/Ａ ￣ 08(2) 0.9(3) 1.5(7) 1.5(8) 1.6(4) 1.8(6) 0.9(7) Ｌ５ 
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表４各年度における黒字企業の主要項目比率の総平均値（％）

l議灘露Ｉ
②｢原価｣率を見ろと､1997年と98年の間で急激な低下が見られる(表３，４)。

ざらに2002年の値を表３，４で比較してみても大きな差が見られる。原価率が

低いということは、総収入に対する派遣労働者の賃金の割合が低いことを示す

（売上が増加しているので、賃金額自体が低下しているとは言い切れない)。

98年以降、データの得られた企業数が大幅に増えたということも影響している

が、水谷氏の分析当時（82年から91年の10年の平均で77.4％、８７年から91年の

5年平均では78.5％）に比して、特に98年から著しい低下傾向が見られる。こ

のことは、近年大規模化や多角化等により、派遣業界の競争が激化している状

況が読みとれる。原価率の低下に比べて粗利益率が増加しているが、このこと

は販売費の増加等、営業の経費が増えていることから、利益増に直結してはい

ない。

③売上高に対する販売費及び一般管理費の比率は、時系列で見ると増加傾向が

認められ、現在の方が5％ほど高い（表３，４）。残念ながらAmualReportに

はこれらの費用の項目別内訳はほとんど示されていない｡該当するのはコーディ

ネーター等派遣会社で働く内勤・営業社員（以下スタッフ）に支払う人件費、

事務所賃借料、通信費、水道光熱費、広告宣伝費等がその主なものである。当

時の業務と比べて内容が多岐にわたる企業が多くなっていること、ざらに企業

183 

項目 1995(1) 1996(3) 1997(3) 1998(8) 1999(8) 2000(101 2001(１１） 2002(7) ５年平均

原価率Ｂ/Ａ 79.9 79.9 8０２ 74.7 76.3 74.7 73.4 7０８ 74.0 

粗利益率Ｃ/Ａ 20.1 20.1 19.8 25.3 23.7 25.3 26.6 29.2 26.0 

販管費率、/Ａ 1６．２ 15.8 1５．７ 20.0 19.0 21.0 22.5 26.4 218 

営業利益率Ｅ/Ａ 4.0 
● ４．３ ４．１ 5.2 4.7 4.3 4.1 2.8 4.2 

純利益率Ｆ/Ａ 2.6 2.4 2.3 2.8 2.8 2.0 2.4 1.7 ２４ 

総資産利益率Ｆ/ａ 9.7 9.1 9.0 1１．８ 10.8 ６;８ 6.2 3.9 ７．９ 

流動資産率ｂ/ａ 75.8 8ＬＯ 80.8 100.1 86.2 69.1 67.1 76.0 79.7 

自己資本率ｃ/ａ 66.2 42.4 4０９ 51.8 43.7 42.4 48.1 38.1 44.8 

流動比率ｂ/。 2.9 1.9 1.7 1.3 １．５ 1.7 1.7 1.6 1.5 

資本回転数Ａ/ａ 3.7 3.8 3.9 4.2 3.8 3.4 3.2 3.2 3.5 
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規模が大きくなりスタッフ人件費、登録者のデータ管理費、通信費等が膨らん

だと考えられる。とりわけ、スタッフ人件費は削減が難しい。パソコンによっ

て派遣労働者予備軍である登録者達の管理が簡便になったとはいえ、依然とし

て派遣業は労働集約的である。つまり派遣労働者の面接を行い、技能やコミュ

ニケーション能力の評価や訓練を行い、彼らを適材適所に派遣するのはスタッ

フである。そして何よりも顧客（派遣先）を確保するために営業活動を行うス

タッフは派遣業を運営していく上で欠かせず、スタッフの人件費の削減による

固定費部分の切りつめには限界がある。このため、派遣企業が利益を生み出す

ためには、派遣労働者を可能な限り確保し、より多く顧客企業へと送り出して

売上高を増加すること、および変動費である売上原価、すなわち派遣労働者の

賃金・付加給付を圧縮することが不可欠となる。顧客から獲得する派遣代金に

おいても市場競争があり、職種による価格帯は存在するので、派遣企業が十分

底派遣数が確保できなければ、利益を確保するためにそのしわ寄せは派遣労働

者の賃金に及ぶことにもなりかねない。また、派遣会社の登録者に対する訓練

や、顧客企業から労働者をいったん引き受けて詞１１練を行うということは派遣業

の重要な役割でもあり､競合他社に対する競争力を高める手段である。しかし、

訓練費にあたる部分はAmualReportでは明確になっていないため、今後別の

アプローチを検討したい。

④営業利益率は､1998年には5.2％だったものが､2001年には１％台になる等、

厳しい様子が分かる（表３)。

⑤純利益率は、2001年とその翌年にいくつかの企業で赤字となったため５年平

均は非常に低い数字となっている(表３)｡黒字企業は比較的高いのであるが、

一般企業に比べて派遣業の利益率は総じて低水準である。ちなみに2003年のア

メリカ大統領経済諮問委員会経済報告書'5)のTableB-g3を用いて1998年から

2001年までの全製造業の税引前と税引後の純利益平均値を計算すると、６７０％

と4.75％である。同様に、TableB-14を用いて非金融法人企業全体で計算を行

うと、8.35％と5.30％となった。
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⑥流動資産比率は5年平均では約68％となっている（表３)．黒字企業平均の約

80％と比較すると約12％もの差がある。派遣業が扱うのは、労働力を持つ労働

者であり、顧客企業から受け取る代金が現金や売掛金の形で入ってくるため、

他の業種に比べて高くなるという特質がある。

⑦減価償却費率は2002年までの５年平均で、1.3％である（表３)。この減価償

却額の低さは他の産業とは大きく異なっている。製造業の場合は建物や車両、

機械装置等、また映画館やボーリング場等のサービス業では、サービスを提供

する施設・設備が必要である。派遣業ではこうした費用が不必要であり、原材・

科や製品等の保管費用がかからない点等、他の産業との違いが大きい。このこ

とは、他の産業に比べて派遣業では参入障壁が低いことを表す。総資本回転数

が高いのも、投入している資本が少ないのに対し、売上が大きいためである。

翻って考えてみると、参入障壁が低いことは、同時に競争の激しさを意味して

いる。誰でも参入できるが、競争優位を保つためには何らかの武器が必要なの

である。これまでのところ、比較的大きな企業は合併し、派遣労働者の数を集

めることでどんな人材の注文にでも対応できるという「ワンストップショップ」

を実現している。既存の企業は相次ぐＭ＆Ａにより、あるいは異なる人材サー

ビスにも手を広げることで、規模を拡張して大企業化している。業務内容が多

様化し､多角化しているということは､小規模な企業では派遣料金の価格面や、

供給できる労働者数が比較的少ない等、様々な面で事実上参入は困難になりつ

つあると考えられる。こうした困難を克服するため比較的小規模な企業はニッ

チ、つまり専門的な職種への派遣等、特定の産業や職種に特化して存続の道を

切り開こうとする傾向が見られる。

．以上の財務分析をとおして明らかになった派遣業の特徴は、はじめに掲げた

３つの課題とどのように関連しているだろうか。
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４．労働者派遣事業が利益を生み出すしくみと労働者の労働条件引き上げの困

難性

（１）派遣業が利益を生み出すしくみ

一般に、企業の下で労働者が一定の時間労働力を提供することによって実際

に生み出している富の量と、労働者が受け取る賃金には差があり、その差分が

企業の利潤の源泉となる。派遣業においては、顧客企業で労働力を提供する派

遣労働者の管理業務（いわゆる一般企業の人事部が行っている、採用、労務管

理､訓練等)をすべて引き受けることによって､本来顧客企業が得るべきであっ

た利潤の一部を受け取っていると考えられる。また、顧客企業が即時に必要な

労働力を利用できるという利便性と、顧客企業が自社内に剰員を常時雇ってお

く必要がないというコスト面での利点が付加価値となる。さらに、付加価値を

高めるためには、派遣すべき労働者がもつ労働能力、すなわち特殊・専門技能

や、顧客の必要とする業務に柔軟に対応できるという職務遂行能力、さらには

顧客企業においてできあがっている人間関係の中にスムーズにとけ込んで自然

に仕事が出来るような適応能力等を高めることが不可欠となる。つまり汀いか

に労働力商品に付加価値をつけて差別化するかが派遣業の中心課題となる。付

加価値の高い派遣労働者を顧客に派遣することをとおして派遣代金の増額を実

現することが可能になるからである。マージンを一定とすれば、派遣代金の増

加に応じて利益の絶対額は大きくなる。

（２）人材ビジネス業が多角化している理由

財務状況からは派遣業は多角化しなければ今日のように発展できなかったの

ではないかと考えられる。派遣業が自らの市場を拡大するためのビジネス戦略

として､顧客企業に対して様々な人的資源プランを提供し､多種多様な人材サー

ビスを組み合わせて提供するようになってきている背景には、派遣業の利益率

が他業種に比べてかなり低いことがある。利益率が低ければ、低価格で労働力

を提供し、派遣の件数を増やすしかない。回転率の上昇による売上増が期待で
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きるからである。つまり、いかに多くの派遣労働者を顧客企業にマッチングで

きるかが売上を左右することになる。すなわち、派遣会社には次々に顧客企業

を開拓していくインセンテイプが常に働くことになる。あるいは、同一の顧客

企業と継続的な取引関係が構築できるよう新たなサービスを提案することで売

上を確保することになる。この点こそが、派遣会社が顧客企業のニーズを先取

りして複合的なサービスを提供する、つまり多くの業務を兼営していく動機に

なっているのである。また、Ｍ＆Ａによって余剰となるスタッフや店舗の削減

を図り、固定費を節約し、その結果損益分岐点の引き下げを可能にする。

（３）派遣労働の賃金が低く抑えられる原因

顧客企業にコスト削減のために自社の労働者に代えて派遣労働の活用をして

もらうためには、顧客企業の労働者の賃金よりも派遣料金を引き下げなければ

ならない。派遣企業は常に同業他社との競争を迫られている。また、派遣企業

にとってこのような競争で勝ち残っていくためにはより安価で質のよい労働力

を提供することが不可欠になる。このような下で、派遣企業は派遣労働者のよ

りよい労働条件を確保し、さらには付加給付を提供していくことが果たして可

能であろうか。派遣料金を下げれば下げるほど粗利益が低下しやすく、その裏

返しとして、派遣労働者の賃金が低下するおそれが高まるのである。むしろ、

真っ先に削減されるのが付加給付であり、賃金はより低く抑えられていくので

はないだろうか。この点でも水谷氏の主張するように派遣業が派遣労働者から

「ピンハネ」を行っていないとしても〈彼らが不利益を被る可能性は十分にあ

る｡つまり､派遣業が扱う「商品｣が派遣労働者自身であるということこそが、

彼らの労働条件の確保に対する限界を示しているといわざるを得ないのである。

このような派遣業のしくみの下では派遣労働者の労働条件をたえず引き下げる

圧力が働いているのである。
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５．おわりに

これまで財務分析をとおして、派遣業に内在する派遣労働者の労働条件切り

下げ圧力について検討してきた。これにたいして歯止めを加えるためにはいか

なる方法があるだろうか。その一つは、法的規制を行うことである。非自発的

に派遣労働を選択した人々も、またそうでない人々も、派遣を通じた労働の対

価が「不当」に低くならないためには、派遣労働者の受け取る賃金の水準に対

する規制等の措置が必要となる。ところが、2003年時点で、派遣事業に対して

規制を行っている州は７州しかなく、これら州法による規制も我が国の労働者

供給事業に近い派遣事業を規制対象としているものといえる(ニュージャージー

州：登録制､ノースカロライナ州：届出制､マサチューセッツ州：届出制､ロー

ドアイランド州：保証金、作業内容の通知義務を派遣元に課す。この他、不熟

練労働者の派遣（DayLabor）に対する規制を行っているのはテキサス州、フ

ロリダ州､イリノイ州の三州)'6)。このようにアメリカでは現時点において、

派遣業にたいする法的規制はきわめて緩やかである。法的規制を求めるざまざ

まな動きがあるが、これについては別稿を参照されたい'7)ｉ

いま一つの試みとして注目されるのが、はじめに触れたＮＰＯ(非営利組織）

の取り組みである。ＮＰＯの場合、営利派遣業の財務分析をとおして見たよう

な派遣労働者にたいする労働条件引き下げの内在的圧力からは免れる面をもっ

ている。利潤追求を第一義としないＮＰＯでは営利企業の利益部分を賃金や保

障に充てることが出来るため､一定の労働条件が確保可能である｡労働者にとっ

て労働条件の面で有利であるならば､ＮＰＯによる派遣の増加に期待が高まる。

だが、ＮＰＯといえども結成当初の目的、到達目標、理念等を維持していく上

で立ちはだかる市場原理は避けて通れない。顧客企業にとっては非営利組織の

理念に賛同することはあっても価格（派遣代金）や労働力の質が低ければ代替

とはなり得ないからである。本稿ではアメリカにおいてＮＰＯによる派遣事業

が現実にどのように展開しているのかについて取り上げることが出来なかった

が、これについては今後の研究課題としたい。

１８８ 



6．財務分析を通じたアメリカにおける労働者派遣事業の問題点

②注
１）2001年10月上旬から2週間あまり、ニューヨーク、ボルチモア､ネバダ､シアトルにて、

派遣業界および派遣労働者を組織した組合に対するインタビューを行った。その一つで

あるShuPeContingentServices，ＬＬＣ創立者で代表のMrs・CynthiaHunter-Shupeより
話を伺った。同社は様々な活動を行っているため、詳細はIittp:〃www､contingenLcom／
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５２位Comforce,63位ComputerTaskGroup,80位RCMTechnoIogiesW82位SOSStaffing
Services,92位ResoulcesConncction,94位TandemStaffingSolutionso各企業によって勘定
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